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  （百万円未満切捨て）

１．平成30年３月期の連結業績（平成29年４月１日～平成30年３月31日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

30年３月期 3,146,314 2.7 44,260 11.6 57,349 7.5 34,780 19.9 

29年３月期 3,063,900 1.2 39,650 △6.2 53,360 △3.2 29,011 △5.7 
 
（注）包括利益 30年３月期 63,962 百万円 （60.0％）   29年３月期 39,973 百万円 （5.5％） 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

30年３月期 154.13 149.91 7.5 3.6 1.4 

29年３月期 128.12 － 6.8 3.5 1.3 
 
（参考）持分法投資損益 30年３月期 1,531 百万円   29年３月期 1,929 百万円 

（注）平成29年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
 
（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

30年３月期 1,621,573 572,656 29.9 2,154.93 

29年３月期 1,525,912 521,165 28.9 1,950.25 
 
（参考）自己資本 30年３月期 484,667 百万円   29年３月期 441,611 百万円 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

30年３月期 63,558 △43,064 15,845 220,563 

29年３月期 47,954 △11,354 △17,663 182,561 

 
２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
29年３月期 － 15.00 － 16.00 31.00 7,019 24.2 1.6 
30年３月期 － 16.00 － 18.00 34.00 7,646 22.1 1.7 
31年３月期（予想） － 18.00 － 18.00 36.00   25.3   
 
３．平成31年３月期の連結業績予想（平成30年４月１日～平成31年３月31日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計） 1,570,000 0.6 21,500 9.4 27,500 6.6 14,400 △10.8 64.03 

通期 3,156,000 0.3 46,000 3.9 60,000 4.6 32,000 △8.0 142.28 

(注）平成31年３月期より有形固定資産の減価償却方法を変更する予定であり、上記業績予想は当該変更を織り込んで算定しております。 



詳細は、〔添付資料〕５ページ「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。 

 

※  注記事項 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無    

新規  －社  （社名）                          、除外  －社  （社名） 
 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 無    
 

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無    
 

③  会計上の見積りの変更                ： 無    
 

④  修正再表示                          ： 無    
 
（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年３月期 244,524,496 株 29年３月期 244,524,496 株 

②  期末自己株式数 30年３月期 19,613,084 株 29年３月期 18,086,104 株 

③  期中平均株式数 30年３月期 225,660,325 株 29年３月期 226,439,031 株 

 
（参考）個別業績の概要 

１．平成30年３月期の個別業績（平成29年４月１日～平成30年３月31日） 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

30年３月期 24,775 51.0 12,639 8.9 15,239 14.1 26,126 103.7 

29年３月期 16,402 19.0 11,601 14.7 13,350 13.5 12,824 5.7 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 

30年３月期 115.78 112.58 

29年３月期 56.64 － 

 
（２）個別財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

30年３月期 353,253 292,581 82.8 1,300.88 

29年３月期 289,638 261,853 90.4 1,156.40 
 
（参考）自己資本 30年３月期 292,581 百万円   29年３月期 261,853 百万円 
 
※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後

様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。業績予想に関する事項につきましては、添付資料５ページを

ご参照ください。 
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

（当期の経営成績） 

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による経済政策の効果、雇用・所得環境の改善などにより、緩やか

な回復基調で推移いたしました。

このような経済状況の中、当社グループでは「医療と健康、美」の流通で社会に貢献する新しい卸の形をめざ

し、「２０１９メディパル中期ビジョン Change the 卸 next － 革新と創造」に沿った取組みを展開しておりま

す。既存事業のさらなる効率化と機能の拡充、全国のインフラと人材を活用した新規事業の推進、グループ各社の機

能・資源を活かした成長分野の事業展開により収益基盤を拡大し、当社グループの持続的な成長を実現してまいりま

す。

この取組みの一環として、平成29年９月にＪＣＲファーマ株式会社（兵庫県芦屋市、以下、ＪＣＲ）と業務資本

提携を行い、同社の発行済株式総数の22％を取得いたしました。また、同社の独自技術を活用した治療薬の開発に向

けて、平成30年１月、米国に合弁会社を設立いたしました。なお、ＪＣＲ株式の取得にあたり、「２０２２年満期ユ

ーロ円建取得条項付転換社債型新株予約権付社債」を発行いたしました。

さらに、診療所向けクラウド電子カルテの普及をめざし、平成30年３月にクリニカル・プラットフォーム株式会

社（東京都千代田区、以下、クリプラ）と資本提携を行いました。将来的には、クリプラのクラウド電子カルテの開

発力、デジタルヘルスケア分野に強みをもつ株式会社エムティーアイ（東京都新宿区）のアプリ開発力とマーケティ

ング力に当社グループの営業力を組み合わせることにより、新しいＩＣＴ技術や医療データ、ヘルスケアデータ等を

活用した診療所向けの新たな付加価値サービスを創造してまいります。

一方、当社グループのシステム面におけるガバナンスの強化とシステムの企画開発を円滑・迅速に進めるため、

平成29年４月、当社の完全子会社である株式会社メディセオ（東京都中央区）のシステム本部に係る事業を簡易吸収

分割により当社が承継いたしました。

当連結会計年度における経営成績は、売上高３兆1,463億14百万円（前期比2.7％増）、営業利益442億60百万円

（前期比11.6％増）、経常利益573億49百万円（前期比7.5％増）、特別利益に関係会社株式売却益などを計上したこ

とにより親会社株主に帰属する当期純利益347億80百万円（前期比19.9％増）となりました。 

 

セグメントの業績は次のとおりであります。 

 

医療用医薬品等卸売事業 

医療用医薬品等の販売は、後発医薬品の使用促進やＣ型肝炎治療薬の需要減などにより市場が横ばいとなる中、

堅調に推移いたしました。また、ＡＬＣ※１の新設にともなう販管費の増加があったものの、新規事業の取組みなど

により利益の確保に努めました。

このような状況の中、本事業では、国民にとって安全・安心な医療を支える社会インフラとして、製薬企業から患

者さんに至るまでのサプライチェーン全体の最適化・効率化を図るべく、卸機能を最大限に発揮するためのさまざま

な取組みを行っております。

物流基盤の強化については、高品質・高機能かつ災害対策を施したＡＬＣ・ＦＬＣ※２の全国への拡大を進めてお

ります。さらに、特殊な管理が必要な再生医療等製品などの安定供給に向けて、超低温を含めた全温度帯に対応でき

る物流プラットフォームの構築を進めております。顧客向けには、ＡＬＣと連動した調剤薬局業務サポートシステム

「ＰＲＥＳＵＳ®（プレサス）※３」の普及により、安全な医薬品管理体制の構築や医療従事者の業務効率の改善に

取り組んでおります。

営業面の強化については、2,100名以上のＭＲ認定試験合格者を、高い専門知識とスキルをもつＡＲ※４として任

命し、新たなプロモーション活動に取り組んでおります。

これらの結果、医療用医薬品等卸売事業における売上高は２兆1,196億59百万円（前期比1.7％増）、営業利益は

194億35百万円（前期比4.1％増）となりました。

 

[用語解説] 

※１ ＡＬＣ（Area Logistics Center）とは、医療用医薬品や医療材料などを扱う高機能物流センターで、 

   主に調剤薬局、病院、診療所に商品を供給しております。 

※２ ＦＬＣ（Front Logistics Center）とは、ＡＬＣと連携して、顧客に近い場所で商品の安定供給を支える 

   営業兼物流拠点であります。 

※３ ＰＲＥＳＵＳ®（Pharmacy Real-time Support System）とは、ＡＬＣと連動して、需要予測による自動発注 

   や在庫管理などを行うオールインワンのシステムで、調剤薬局内の各種業務をサポートしております。 

※４ ＡＲ（Assist Representatives）とは、ＭＲ認定試験に合格したＭＳ（医薬品卸売業の営業担当者）や 

   薬剤師などに付与した社内呼称であります。 
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化粧品・日用品、一般用医薬品卸売事業 

化粧品・日用品、一般用医薬品の販売は、消費マインドの改善を背景とした個人消費の持ち直しやインバウンド

需要の増加などにより、市場環境は堅調に推移いたしました。

このような環境の中、当社の連結子会社である株式会社ＰＡＬＴＡＣ（大阪市中央区）では、「顧客満足の最大

化と流通コストの最小化」をコーポレートスローガンに、人々の生活に密着した「美と健康」に関する商品をフルラ

インで提供する中間流通業として、サプライチェーン全体の最適化・効率化をめざした取組みを行っております。ま

た、小売業の効果的な品揃えや販売活動を支援する営業体制の強化、及び安心・安全で高品質・ローコスト物流機能

の強化を図り、平時の安定供給はもとより有事の際にも「止めない物流」体制により、小売業ひいては消費者の皆さ

まへローコストかつ安定的に商品をお届けする取組みを行っております。

今期は、中国エリアにおける配送効率向上を目的とした「ＦＤＣ広島※１」（広島市佐伯区）を新設し、平成29年

５月から稼働させるとともに、出荷能力の拡大を目的とした「ＲＤＣ沖縄※２」（沖縄県うるま市）の増設も完了

し、同年11月から稼働させております。さらに、平成30年８月の稼働を予定している「ＲＤＣ新潟」（新潟県見附

市）のリプレイスでは、労働人口減少に伴う人手不足を見据え、より少ない人数で流通加工を可能とする新しい物流

モデルの運用をめざすなど事業基盤強化に資する設備投資も進めております。

これらの結果、化粧品・日用品、一般用医薬品卸売事業における売上高は9,666億84百万円（前期比4.8％増）、

営業利益は229億77百万円（前期比20.2％増）となりました。

 

[用語解説] 

※１ ＦＤＣ（Front Distribution Center）とは、発注頻度の高いケース商品を在庫し、ＲＤＣを支援する 

   物流センターであります。 

※２ ＲＤＣ（Regional Distribution Center）とは、化粧品・日用品、一般用医薬品などを扱う大型物流セン 

   ターで、小売業に商品を供給しております。 

 

動物用医薬品・食品加工原材料等卸売事業 

動物用医薬品の販売は、畜産向け市場においてワクチンや飼料添加物の積極的な取組みを行ったこと、また、コ

ンパニオンアニマル※向け市場において新製品の皮膚疾患治療薬の販売推進や、独自の動物病院向けＷＥＢ発注情報

システム「ＭＰ＋®（エムピープラス）」の利用が拡大したことなどにより、順調に推移いたしました。

食品加工原材料等の販売は、全国の情報と調達ルートを活かした提案営業の推進で大手顧客との取引が増加した

ことなどにより、順調に推移いたしました。

これらの結果、動物用医薬品・食品加工原材料等卸売事業における売上高は630億93百万円（前期比5.6％増）、

営業利益は15億13百万円（前期比31.5％増）となりました。

 

[用語解説] 

※ コンパニオンアニマルとは、伴侶動物とも表現され、日常生活の中で人とより密接な関係を保つような動物を 

  指しております。 

 

（注）セグメントの売上高には、セグメント間の内部売上高を含んでおります。
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（２）当期の財政状態の概況 

（資産） 

 当連結会計年度末における総資産は１兆6,215億73百万円となり、前連結会計年度末より956億61百万円増加いたし

ました。

 流動資産は１兆1,400億88百万円となり、前連結会計年度末より449億35百万円増加いたしました。これは主に現金

及び預金の増加382億78百万円、受取手形及び売掛金の増加83億46百万円によるものであります。

 固定資産は4,814億84百万円となり、前連結会計年度末より507億26百万円増加いたしました。これは主に投資その

他の資産の増加471億57百万円によるものであります。

（負債）

 当連結会計年度末における負債は１兆489億17百万円となり、前連結会計年度末より441億70百万円増加いたしまし

た。

 流動負債は9,407億28百万円となり、前連結会計年度より124億76百万円増加いたしました。これは主に支払手形及

び買掛金の増加65億８百万円、短期借入金の増加60億円によるものであります。

 固定負債は1,081億88百万円となり、前連結会計年度末より316億94百万円増加いたしました。これは主に転換社債

型新株予約権付社債の増加306億79百万円によるものであります。

（純資産）

 当連結会計年度末における純資産は5,726億56百万円となり、前連結会計年度末より514億90百万円増加いたしまし

た。これは主に利益剰余金の増加271億14百万円、その他有価証券評価差額金の増加173億80百万円によるものであり

ます。

 

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末より380億１百万円

増加し、当連結会計年度末には2,205億63百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動による資金の増加は、635億58百万円（前期比156億３百万円の増加）となりました。これは主に、税金等

調整前当期純利益が634億66百万円、減価償却費148億98百万円、売上債権の増加51億円、たな卸資産の減少15億92百

万円、仕入債務の増加33億22百万円、法人税等の支払131億72百万円によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動による資金の減少は、430億64百万円（前期比317億10百万円の増加）となりました。これは主に、有形固

定資産の取得による支出255億98百万円、関係会社株式の取得による支出214億49百万円によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動による資金の増加は、158億45百万円（前期は176億63百万円の減少）となりました。これは主に、転換社

債型新株予約権付社債の発行による収入307億21百万円、配当金の支払90億91百万円、自己株式の取得による支出29

億35百万円によるものであります。
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（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

  平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期 平成29年３月期 平成30年３月期

自己資本比率（％） 24.7 26.8 27.7 28.9 29.9

時価ベースの自己資本比率

（％）
25.5 24.4 26.9 25.9 30.2 

キャッシュ・フロー対有利

子負債比率（％）
－ 36.7 195.9 86.9 109.8 

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍）
－ 225.5 63.7 158.1 268.2 

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注）１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

２．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

３．キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローを利用しております。

４．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお 

ります。また、無利子の転換社債型新株予約権付社債も含めております。

５．平成26年３月期におけるキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオに

ついては、営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスのため、記載を省略しております。 

 

（４）今後の見通し

当社グループの各事業が取り扱う商品は、国民の安全・安心な暮らしに欠かすことのできないものであり、平

時・有事を問わず、常に安定的な供給が求められております。この役割を果たす社会インフラの一翼としてさらなる

成長を図るべく、「２０１９メディパル中期ビジョン Change the 卸 next － 革新と創造」に沿った取組みを、各

事業において継続して取り組んでまいります。

 

「医療用医薬品等卸売事業」につきましては、個々の製品特性と価値に見合った価格交渉を行うなど流通改善に

取り組む一方で、既存事業においてはＡＬＣを核とした生産性の向上をめざすとともに、新規事業においてはＡＲプ

ロモーション、製造販売後調査（ＰＭＳ）などへの取組みにより、収益基盤の拡大に努めてまいります。

「化粧品・日用品、一般用医薬品卸売事業」につきましては、事業から得た利益を物流センター等に再投資する

ことにより、出荷能力の増強及びさらなる物流効率の向上を進め、持続的成長に資する事業基盤の強化に努めてまい

ります。なかでも、ＡＩやロボット技術等、最新の技術とこれまでに蓄積した物流ノウハウを融合し、生産性を大幅

に改善する新しい物流モデルの実用化に挑戦することで、労働人口減少に伴う人手不足に対応してまいります。 

「動物用医薬品・食品加工原材料等卸売事業」につきましては、全国展開の強みを生かした営業を推進するとと

もに、今後の市場環境の変化を見据え、経営基盤のさらなる強化に努めてまいります。

 

これらにより、通期における連結売上高は３兆1,560億円（前期比0.3％増）、連結営業利益は460億円（前期比

3.9％増）、連結経常利益は600億円（前期比4.6％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は320億円（前期比8.0％

減）を見込んでおります。 

なお、当社の有形固定資産の減価償却方法は主として定率法を採用しておりましたが、平成31年３月期より定額

法に変更する予定であります。この変更により、平成31年３月期の減価償却費は従来の方法と比べて約15億円減少す

る見込みであり、上記業績見通しは当該変更を織り込んで算定しております。
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（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主の皆様に対する利益配分を経営の最重要課題のひとつと位置付けております。財務体質の強化と積極

的な事業展開に必要な内部留保を確保しつつ、利益配分につきましては、事業活動によって得られた利益に連動した

株主の皆様への配分を基本方針とし、連結配当性向25％を目安として安定配当を継続いたします。

 内部留保資金につきましては、変化に適応する事業の深化と拡大を図るための改革を推進するなどの目的で有効に

活用してまいります。また、自己株式の取得等につきましては、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行

するために、財務状況、株価の動向等を勘案しながら適切に実施してまいります。

 当社は、今後も業績向上と株主価値の増大に努めてまいります。

 当期の期末配当金につきましては、当期の財務状況等を勘案の上、１株につき２円増額の18円とさせていただきま

した。すでに平成29年12月４日に実施ずみの中間配当金１株につき16円と合わせまして、年間配当金は１株につき34

円となります。

 また、次期の１株当たり配当金につきましては、中間配当金18円、期末配当金18円、合せて年間配当金は36円とさ

せていただく予定であります。

（６）事業等のリスク 

 当社グループの事業その他に関する主なリスクは、以下のとおりです。なお、文中の将来に関する事項は、当連結

会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

・特有の法的規制等に係るものについて

 当社グループは、各種の医薬品及びその関連商品を取り扱っております。このため主に医薬品医療機器等法の

規定により、各事業所が所轄の都道府県知事より必要な許可、登録、指定及び免許を受け、あるいは監督官公庁

に届出の後、販売活動を行っております。監督官公庁等の許認可の状況により、医療用医薬品等卸売事業の業績

に影響を及ぼす可能性があります。

 

・医療制度改革について

 わが国は、財政再建が喫緊の課題となっており、その一環として医療保険制度改革が進められており、改革内

容によっては、医療用医薬品等卸売事業の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

・薬価基準について

 医療用医薬品等卸売事業の取扱商品である医療用医薬品は、薬価基準に収載されており、薬価基準は保険医療

で使用できる医薬品の範囲と使用した医薬品の請求価格を定めたものです。従って、薬価基準は販売価格の上限

として機能しております。薬価基準で定められた価格（薬価）は市場実勢価格の調査結果に基づいて概ね２年ご

とに改定が行われており、その動向が医療用医薬品等卸売事業の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

・投資コストと販売価格について

 競合の規模・領域が拡大しており、これらに対応すべく、物流・情報システム機能の充実・拡大に伴う投資コ

ストの増加や、販売価格の想定以上の下落によって、業績に影響を及ぼす可能性があります。

・販売中止、商品回収等について

 販売する商品が、予期せぬ副作用、異物混入等により、販売中止または商品回収などの事態となった場合、業

績に影響を及ぼす可能性があります。

・システムトラブルについて

 当社グループの事業運営は、コンピュータネットワークシステムに依拠しており、自然災害や事故、またコン

ピュータウイルスの侵入等により機能停止した場合、販売・物流に大きな支障を及ぼす可能性があります。

・債務不履行について

 当社グループと取引先との継続取引に伴う債権について、取引先の破産、民事再生等による債務不履行が発生

した場合、業績に影響を及ぼす可能性があります。

・商品在庫について

 当社グループが所有する商品在庫は、仕入先の破産、民事再生等により商品価値が低下し、販売不能になった

場合、業績に影響を及ぼす可能性があります。
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・提携等に伴う財政状態及び経営成績について

 当社グループは、提携等を行うにあたって十分かつ慎重な検討を重ねておりますが、それらの取組みの結果、

提携等が当初の計画どおりに進まなかった場合、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

・訴訟について

 当社グループが事業活動を行う過程において、損害賠償を求める訴訟を提起される可能性があります。

 

・事故、災害について

 当社グループは、地震・台風等の自然災害や新型インフルエンザの流行などに備え、危機管理体制やシステム

のバックアップ体制を構築しておりますが、大規模災害が発生した場合には事業が停止し、販売機会損失による

売上高低下または復旧費用の増加等により、業績に影響を及ぼす可能性があります。

・環境について 

 当社グループは、資源の再利用、二酸化炭素の削減等を推進し、関連法令等も遵守しながら自然環境に配慮し

た事業を行っておりますが、今後のさらなる環境変化または法令等の変更等が生じた場合には、環境対策費用の

増加等により、業績に影響を及ぼす可能性があります。

・情報の漏洩について

 当社グループが保有する顧客情報や機密情報等の情報資産の保護については、外部に漏洩しないよう管理体制

の整備に努めておりますが、不測の事態により、これらの情報が漏洩した場合は、社会的信頼の低下や費用の増

加等により、業績に影響を及ぼす可能性があります。

 これらの他にも、さまざまなリスクが存在しており、ここに記載されたリスクが当社グループのすべてのリスクで

はありません。
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２．企業集団の状況

 当社グループは、株式会社メディパルホールディングスを中核として子会社24社と関連会社15社で構成し、医薬品、

化粧品・日用品、動物用医薬品等の販売やサービスの提供を主とする事業活動を展開しております。

 当社グループの事業系統図等は次のとおりであります。

 

                                     （平成30年３月31日現在） 

 

 

 
※ 平成29年４月１日付で、株式会社アステック、株式会社ＭＶＣ、メディエ株式会社、株式会社エム・アイ・シー、 
  株式会社トリムの５社が、連結子会社になりました。 
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＜関係会社の状況＞

（平成30年３月31日現在）
 

名称 住所 資本金 主要な事業の内容

議決
権の
所有
割合

関係内容

（連結子会社）   百万円   ％  

㈱メディセオ 東京都中央区 100 医療用医薬品、医療機器、医療材

料、臨床検査試薬等の販売

100.0 役員の兼任

設備の賃貸借

㈱エバルス 広島市中区 1,510 医療用医薬品、医療機器、医療材

料、臨床検査試薬等の販売

100.0 役員の兼任

㈱アトル 福岡市東区 3,965 医療用医薬品、医療機器、医療材

料、臨床検査試薬等の販売

100.0 役員の兼任

ＳＰＬｉｎｅ㈱ 東京都中央区 100 スペシャリティ医薬品の流通企画 100.0 役員の兼任

設備の賃貸

㈱ＭＭコーポレーション 東京都文京区 100 医療機器、医療材料等の販売 100.0 役員の兼任

債務の保証 

㈱アステック  茨城県つくば市 10 医療機器、医療材料等の販売 100.0 役員の兼任

㈱ＭＶＣ 福岡市東区 100 医療機器、医療材料等の販売 100.0  

メディエ㈱ 東京都中央区 14 医療材料データベースの構築、医

療施設向け物品マスターの作成

100.0 役員の兼任

㈱エム・アイ・シー 東京都文京区 10 医療事務員の養成・派遣、医療事

務業務の受託等

100.0  

㈱トリム 神戸市中央区 90 損害保険代理店業、生命保険の募

集に関する業務

100.0  

㈱ＰＡＬＴＡＣ 大阪市中央区 15,869 化粧品・日用品、一般用医薬品の

販売

50.2 役員の兼任

ＭＰアグロ㈱

 

北海道北広島市 44 動物用医薬品、飼料添加物等の販

売 

100.0 役員の兼任

メディパルフーズ㈱

 

札幌市中央区 60 食品加工原材料、食品添加物等の

販売 

100.0 役員の兼任

債務の保証

（持分法適用関連会社）          

クオール㈱ 

（注）１. 
東京都港区 2,828 保険薬局事業 

 

22.3

(2.8) 

業務提携

エム・シー・ヘルスケア㈱ 
 

東京都港区 548 病院経営支援事業 20.0 役員の兼任

四国薬業㈱ 
 

愛媛県松山市 831 医療用医薬品、医療機器、医療材

料、臨床検査試薬等の販売

20.0

 

業務提携

薬樹㈱ 

 
神奈川県大和市

 

75 保険薬局事業 40.0

 

役員の兼任

業務提携 

㈱プレサスキューブ 

 
東京都港区

 

100 保険薬局向け経営支援及びマーケ

ティング支援 

49.0

 

役員の兼任

ＪＣＲファーマ㈱ 兵庫県芦屋市 9,061 医療用医薬品等の製造販売 23.6

 

業務提携

    百万元   ％  

国薬控股北京華鴻有限公司 

 
中国北京市 350

 

医療用医薬品等の販売 20.0 役員の兼任

 

国薬控股北京天星普信 

 生物医薬有限公司 
中国北京市 100

 

医療用医薬品等の販売 20.0 役員の兼任

債務の保証 

（注）１．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

 

  経営理念 「流通価値の創造を通じて人々の健康と社会の発展に貢献します。」

 

  経営方針 

  １．社会から信頼される活力ある企業文化の創造 

  ２．株主価値を高める経営とコンプライアンスの徹底 

  ３．誠実で自由闊達な社風の醸成と創造性に富む人材の育成

（２）目標とする経営指標

 当社グループは、平成31年３月期にめざす姿として「２０１９メディパル中期ビジョン Change the 卸 next － 

革新と創造」を策定し、平成28年７月29日に発表いたしました。 

 

 ＜「２０１９メディパル中期ビジョン」の基本方針＞

    「医療と健康、美」の流通で 

    社会に貢献する新しい卸の形をめざし、 

    収益基盤の拡大と持続的な成長を実現します。

 

 ＜経営目標・計画（平成31年３月期）＞

  売上高     ３兆2,600億円

  営業利益       500億円（内、新規事業 50億円）

  経常利益       650億円

 

 ＜設備投資計画（平成29年３月期～平成31年３月期の３年間）＞

  設備投資総額     850億円

 

 ＜株主還元＞

  基本方針

   業績の継続的向上を通じて株主価値の向上を図ることを基本に、将来成長のための戦略的投資を積極的に行

  い、安定的な配当の継続と業績に応じた株主還元を実施いたします。

 

  配当方針

   連結配当性向25％を目安に、安定配当を継続いたします。

 

（３）中長期的な会社の経営戦略

 顧客起点の新しいビジネスモデルの構築をめざした事業改革を進め、より活力に溢れた成長力ある企業グループの

確立を目指してまいります。

 

（４）会社の対処すべき課題 

 「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」に記載のとおりでございます。
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４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループは、企業間及び経年での比較可能性を確保するため、当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、

様式及び作成方法に関する規則（第７章及び第８章を除く）」（昭和51年大蔵省令第28号）に基づいて作成しておりま

す。

 なお、ＩＦＲＳの適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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５．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成30年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 165,267 203,546 

受取手形及び売掛金 689,233 697,580 

有価証券 18,770 18,770 

商品及び製品 147,272 145,868 

繰延税金資産 5,044 5,558 

未収入金 64,021 65,210 

その他 6,201 4,196 

貸倒引当金 △658 △642 

流動資産合計 1,095,153 1,140,088 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 102,031 99,144 

機械装置及び運搬具（純額） 15,392 14,094 

土地 115,289 117,668 

建設仮勘定 557 5,287 

その他（純額） 14,472 13,056 

有形固定資産合計 247,743 249,250 

無形固定資産    

ソフトウエア 9,720 8,944 

その他 3,131 5,967 

無形固定資産合計 12,851 14,912 

投資その他の資産    

投資有価証券 149,341 195,904 

長期貸付金 47 27 

繰延税金資産 393 328 

退職給付に係る資産 4,626 5,585 

その他 17,257 16,782 

貸倒引当金 △1,503 △1,306 

投資その他の資産合計 170,164 217,321 

固定資産合計 430,758 481,484 

資産合計 1,525,912 1,621,573 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成30年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 860,602 867,111 

短期借入金 3,000 9,000 

1年内返済予定の長期借入金 8,150 7,060 

未払法人税等 6,237 11,541 

賞与引当金 8,689 8,913 

返品調整引当金 634 607 

厚生年金基金解散損失引当金 319 － 

その他 40,617 36,494 

流動負債合計 928,252 940,728 

固定負債    

転換社債型新株予約権付社債 － 30,679 

長期借入金 15,464 9,248 

繰延税金負債 25,350 33,942 

再評価に係る繰延税金負債 1,003 1,003 

債務保証損失引当金 285 289 

退職給付に係る負債 19,978 19,955 

その他 14,412 13,070 

固定負債合計 76,494 108,188 

負債合計 1,004,746 1,048,917 

純資産の部    

株主資本    

資本金 22,398 22,398 

資本剰余金 134,362 134,362 

利益剰余金 266,611 293,726 

自己株式 △21,484 △24,419 

株主資本合計 401,888 426,067 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 54,555 71,935 

繰延ヘッジ損益 5 △9 

土地再評価差額金 △14,019 △14,019 

為替換算調整勘定 608 787 

退職給付に係る調整累計額 △1,427 △93 

その他の包括利益累計額合計 39,723 58,600 

非支配株主持分 79,553 87,988 

純資産合計 521,165 572,656 

負債純資産合計 1,525,912 1,621,573 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

売上高 3,063,900 3,146,314 

売上原価 2,845,022 2,918,241 

売上総利益 218,878 228,073 

返品調整引当金戻入額 775 634 

返品調整引当金繰入額 634 607 

差引売上総利益 219,019 228,100 

販売費及び一般管理費    

給料及び手当 77,437 78,705 

福利厚生費 12,541 13,893 

賞与引当金繰入額 8,472 8,688 

退職給付費用 6,450 5,977 

配送費 16,021 16,154 

地代家賃 4,327 4,352 

減価償却費 11,906 13,257 

その他 42,210 42,809 

販売費及び一般管理費合計 179,369 183,839 

営業利益 39,650 44,260 

営業外収益    

受取利息 64 125 

受取配当金 3,276 2,345 

情報提供料収入 7,526 7,756 

不動産賃貸料 648 618 

持分法による投資利益 1,929 1,531 

その他 1,393 1,322 

営業外収益合計 14,839 13,700 

営業外費用    

支払利息 303 237 

不動産賃貸費用 201 205 

貸倒引当金繰入額 390 － 

その他 233 169 

営業外費用合計 1,129 611 

経常利益 53,360 57,349 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

特別利益    

固定資産売却益 676 436 

投資有価証券売却益 20 49 

関係会社株式売却益 2 5,399 

持分変動利益 － 1,561 

ゴルフ会員権売却益 － 0 

補助金収入 1,717 － 

特別利益合計 2,417 7,448 

特別損失    

固定資産除売却損 99 566 

固定資産圧縮損 1,709 － 

減損損失 1,065 324 

災害による損失 145 － 

投資有価証券売却損 17 0 

投資有価証券評価損 30 79 

関係会社清算損 1 － 

ゴルフ会員権評価損 9 － 

事務所移転費用 208 360 

厚生年金基金解散損失引当金繰入額 36 － 

特別損失合計 3,323 1,331 

税金等調整前当期純利益 52,453 63,466 

法人税、住民税及び事業税 15,031 20,840 

法人税等調整額 1,084 △910 

法人税等合計 16,115 19,930 

当期純利益 36,338 43,536 

非支配株主に帰属する当期純利益 7,326 8,756 

親会社株主に帰属する当期純利益 29,011 34,780 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

当期純利益 36,338 43,536 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 2,945 18,683 

繰延ヘッジ損益 49 △31 

土地再評価差額金 △0 － 

退職給付に係る調整額 1,065 1,453 

持分法適用会社に対する持分相当額 △424 320 

その他の包括利益合計 3,635 20,426 

包括利益 39,973 63,962 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 32,139 53,657 

非支配株主に係る包括利益 7,834 10,305 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 22,398 134,362 243,053 △21,482 378,332 

会計方針の変更による累積
的影響額     556   556 

会計方針の変更を反映した当
期首残高 

22,398 134,362 243,610 △21,482 378,888 

当期変動額           

剰余金の配当     △6,793   △6,793 

連結範囲の変動     △156   △156 

持分法の適用範囲の変動     939   939 

親会社株主に帰属する当期
純利益     29,011   29,011 

自己株式の取得       △1 △1 

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動   △0     △0 

土地再評価差額金の取崩     △0   △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 － △0 23,001 △1 22,999 

当期末残高 22,398 134,362 266,611 △21,484 401,888 

 

                 

  その他の包括利益累計額 
非支配株主
持分 純資産合計 

  
そ の 他 
有 価 証 券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損 益 

土地再評価 
差 額 金 

為 替 換 算 
調 整 勘 定 

退職給付に 
係 る 調 整 
累 計 額 

そ の 他 の 
包 括 利 益 
累計額合計 

当期首残高 51,772 △18 △14,019 1,179 △2,307 36,606 73,389 488,328 

会計方針の変更による累積
的影響額             41 597 

会計方針の変更を反映した当
期首残高 

51,772 △18 △14,019 1,179 △2,307 36,606 73,431 488,926 

当期変動額                 

剰余金の配当               △6,793 

連結範囲の変動               △156 

持分法の適用範囲の変動               939 

親会社株主に帰属する当期
純利益               29,011 

自己株式の取得               △1 

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動               △0 

土地再評価差額金の取崩               △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

2,782 24 0 △570 879 3,116 6,122 9,238 

当期変動額合計 2,782 24 0 △570 879 3,116 6,122 32,238 

当期末残高 54,555 5 △14,019 608 △1,427 39,723 79,553 521,165 
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当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 22,398 134,362 266,611 △21,484 401,888 

当期変動額           

剰余金の配当     △7,221   △7,221 

連結範囲の変動     △444   △444 

親会社株主に帰属する当期
純利益     34,780   34,780 

自己株式の取得       △2,935 △2,935 

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動   △0     △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 － △0 27,114 △2,935 24,178 

当期末残高 22,398 134,362 293,726 △24,419 426,067 

 

                 

  その他の包括利益累計額 
非支配株主
持分 

純資産合計 
  

そ の 他 
有 価 証 券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損 益 

土地再評価 
差 額 金 

為 替 換 算 
調 整 勘 定 

退職給付に 
係 る 調 整 
累 計 額 

そ の 他 の 
包 括 利 益 
累計額合計 

当期首残高 54,555 5 △14,019 608 △1,427 39,723 79,553 521,165 

当期変動額                 

剰余金の配当               △7,221 

連結範囲の変動               △444 

親会社株主に帰属する当期
純利益               34,780 

自己株式の取得               △2,935 

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動               △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

17,380 △15 － 178 1,334 18,877 8,434 27,311 

当期変動額合計 17,380 △15 － 178 1,334 18,877 8,434 51,490 

当期末残高 71,935 △9 △14,019 787 △93 58,600 87,988 572,656 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 52,453 63,466 

減価償却費 13,573 14,898 

減損損失 1,065 324 

のれん償却額 221 476 

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） △84 4 

厚生年金基金解散損失引当金の増減額（△は減

少） 
36 △319 

賞与引当金の増減額（△は減少） △614 141 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △87 △214 

返品調整引当金の増減額（△は減少） △140 △27 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 280 △68 

受取利息及び受取配当金 △3,341 △2,471 

支払利息 303 237 

持分法による投資損益（△は益） △1,929 △1,531 

固定資産除売却損益（△は益） △577 129 

固定資産圧縮損 1,709 － 

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △2 △49 

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 30 79 

関係会社株式売却損益（△は益） △2 △5,399 

持分変動損益（△は益） － △1,561 

ゴルフ会員権売却損益（△は益） － △0 

ゴルフ会員権評価損 9 － 

災害損失 145 － 

補助金収入 △1,717 － 

売上債権の増減額（△は増加） 12,924 △5,100 

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,386 1,592 

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △724 △958 

その他の資産の増減額（△は増加） 1,696 △3,429 

仕入債務の増減額（△は減少） △4,814 3,322 

未払消費税等の増減額（△は減少） △306 4,944 

その他の負債の増減額（△は減少） 739 4,512 

小計 66,457 72,997 

利息及び配当金の受取額 4,319 3,970 

利息の支払額 △303 △236 

災害損失の支払額 △76 － 

法人税等の支払額 △22,442 △13,172 

営業活動によるキャッシュ・フロー 47,954 63,558 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △1,576 △1,476 

定期預金の払戻による収入 5,176 1,476 

有価証券の取得による支出 △0 － 

有価証券の売却による収入 18,771 － 

有形固定資産の取得による支出 △32,331 △25,598 

有形固定資産の売却による収入 2,014 3,132 

無形固定資産の取得による支出 △3,506 △4,902 

投資有価証券の取得による支出 △4,062 △777 

投資有価証券の売却及び償還による収入 847 471 

関係会社株式の取得による支出 △98 △21,449 

関係会社株式の売却による収入 3 5,560 

貸付けによる支出 △8 △9 

貸付金の回収による収入 25 32 

補助金の受取額 1,717 － 

その他 1,672 474 

投資活動によるキャッシュ・フロー △11,354 △43,064 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △21,080 6,000 

セール・アンド・リースバックによる収入 6,569 － 

リース債務の返済による支出 △549 △1,542 

転換社債型新株予約権付社債の発行による収入 － 30,721 

長期借入れによる収入 14,000 1,000 

長期借入金の返済による支出 △8,096 △8,306 

自己株式の取得による支出 △1 △2,935 

配当金の支払額 △6,793 △7,221 

非支配株主への配当金の支払額 △1,711 △1,869 

その他 0 0 

財務活動によるキャッシュ・フロー △17,663 15,845 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △32 △9 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 18,904 36,329 

現金及び現金同等物の期首残高 163,317 182,561 

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少） 
339 1,671 

現金及び現金同等物の期末残高 182,561 220,563 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数  13社

連結会社名は、「２．企業集団の状況」に記載しているため、省略しております。 

なお、当連結会計年度より、株式会社アステック、株式会社ＭＶＣ、メディエ株式会社、株式会社エム・ア

イ・シー、株式会社トリムは重要性が増したため、連結の範囲に含めております。

(2）非連結子会社は、次のとおりであります。 

（主要な非連結子会社）

 ㈱物流二十四

（連結の範囲から除いた理由）

  非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除い

ております。

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の関連会社数  8社 

持分法適用の関連会社名は、「２．企業集団の状況」に記載しているため、省略しております。 

なお、当連結会計年度より、ＪＣＲファーマ株式会社の株式を取得したため、持分法適用の範囲に含めており

ます。

(2）持分法を適用していない非連結子会社（㈱物流二十四他）及び関連会社（㈱オーファンパシフィック他）に

ついては、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から

除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲か

ら除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

  すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの

 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

時価のないもの

  移動平均法による原価法

②デリバティブ

時価法

③たな卸資産

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ３～12年

②無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法

  なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によってお

ります。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
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 リース期間を耐用年数として、残存価額を零（リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証

額）とする定額法を採用しております。

④長期前払費用

均等償却

(3）繰延資産の処理方法

社債発行費 

 社債発行費は支出時に全額費用として処理しております。 

(4）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担する金額を計上しております。

③返品調整引当金

 返品による損失に備えるため、当連結会計年度末の売上債権に基づき実績返品率及び売買利益率を乗じた額

を計上しております。

④債務保証損失引当金 

 債務保証に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態を勘案して、損失負担見込額を計上しております。

(5）退職給付に係る会計処理の方法 

①退職給付見込額の期間帰属方法

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

 過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３～５年）に

よる定額法により費用処理しております。

 数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（３～10年）による定額法により按分した額を、それぞれ主として発生年度から費用処理しております。

(6）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理によっております。ただし、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合には振

当処理を行っております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

デリバティブ取引（為替予約取引）

ヘッジ対象

外貨建債務及び外貨建予定取引

③ヘッジ方針 

 事業活動に伴う為替相場等変動によるリスクを低減させること、又は、キャッシュ・フロー固定化を目的と

しており、投機的な取引は行わない方針であります。

④ヘッジ有効性評価の方法

 為替予約について原則として、ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の為替相

場変動の累計とヘッジ手段の相場変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。た

だし、ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債に関する重要な条件が同一である場合には、有効性が100％であ

ることが明らかであるため、有効性の判定は省略しております。

(7）のれんの償却方法及び償却期間

  のれんの償却は、20年以内のその効果の及ぶ期間にわたって、定額法により規則的に償却しております。ただ

し、金額に重要性が乏しい場合には、当該のれんが発生した年度の費用としております。

(8）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(9）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

  消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。
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（セグメント情報）

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

 当社は、顧客起点の新しいビジネスモデルの構築をめざしており、顧客別に「医療用医薬品等卸売事業」、

「化粧品・日用品、一般用医薬品卸売事業」、「動物用医薬品・食品加工原材料等卸売事業」の３つを報告セグ

メントとしております。

 「医療用医薬品等卸売事業」は、病院、診療所、調剤薬局等の顧客を対象に卸売業を行っております。「化粧

品・日用品、一般用医薬品卸売事業」は、ドラッグストア、ホームセンター、コンビニエンスストア、スーパー

マーケット等の顧客を対象に卸売業を行っております。「動物用医薬品・食品加工原材料等卸売事業」は、動物

病院、畜水産業者、加工食品メーカー等の顧客を対象に卸売業を行っております。

 当連結会計年度から、経営実態をより適切に表すため各報告セグメントのセグメント資産の見直しを行い、従

来、調整額に含めていた全社資産を各報告セグメントに配分しております。

 なお、前連結会計年度のセグメント情報は、変更後の算定方法により作成したものを記載しております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一であります。

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日）

          （単位：百万円） 

 
医療用医薬
品等卸売事
業 

化粧品・日
用品、一般
用医薬品卸
売事業 

動物用医薬
品・食品加
工原材料等
卸売事業 

計 
調整額 
（注）１ 

連結財務諸
表計上額 
（注）２ 

売上高            

外部顧客への売上高 2,082,922 921,221 59,756 3,063,900 － 3,063,900 

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
2,252 873 6 3,132 △3,132 － 

計 2,085,175 922,095 59,762 3,067,032 △3,132 3,063,900 

セグメント利益 18,670 19,114 1,150 38,935 714 39,650 

セグメント資産 1,118,156 354,129 22,625 1,494,911 31,000 1,525,912 

その他の項目            

減価償却費 8,222 4,928 155 13,306 194 13,500 

のれん償却額 － 137 83 221 － 221 

持分法適用会社への投資額 24,101 － － 24,101 － 24,101

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額 
34,966 9,791 91 44,849 34 44,883 

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

(1)売上高の調整額△3,132百万円は、セグメント間取引消去であります。

(2)セグメント利益の調整額714百万円は、セグメント間取引消去3,224百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△2,510百万円であります。

(3)セグメント資産の調整額31,000百万円は、セグメント間取引消去△8,755百万円、各報告セグメントに配

分していない全社資産39,755百万円であります。

(4)減価償却費の調整額194百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

(5)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額34百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資

産であります。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自  平成29年４月１日  至  平成30年３月31日）

          （単位：百万円） 

 
医療用医薬
品等卸売事
業 

化粧品・日
用品、一般
用医薬品卸
売事業 

動物用医薬
品・食品加
工原材料等
卸売事業 

計 
調整額 
（注）１ 

連結財務諸
表計上額 
（注）２ 

売上高            

外部顧客への売上高 2,117,054 966,171 63,088 3,146,314 － 3,146,314

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
2,605 513 4 3,124 △3,124 －

計 2,119,659 966,684 63,093 3,149,438 △3,124 3,146,314

セグメント利益 19,435 22,977 1,513 43,926 334 44,260

セグメント資産 1,169,427 381,936 23,740 1,575,104 46,469 1,621,573

その他の項目            

減価償却費 9,641 4,828 156 14,625 191 14,817

のれん償却額 255 137 83 476 － 476

持分法適用会社への投資額 47,448 － － 47,448 － 47,448

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額 
6,897 13,649 99 20,646 6 20,652

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

(1)売上高の調整額△3,124百万円は、セグメント間取引消去であります。

(2)セグメント利益の調整額334百万円は、セグメント間取引消去2,311百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△1,977百万円であります。

(3)セグメント資産の調整額46,469百万円は、セグメント間取引消去△4,464百万円、各報告セグメントに配

分していない全社資産50,934百万円であります。

(4)減価償却費の調整額191百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

(5)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額６百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資

産であります。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成29年４月１日
至  平成30年３月31日）

１株当たり純資産額 1,950.25円 2,154.93円

１株当たり当期純利益 128.12円 154.13円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 －円 149.91円

 （注）１．前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 521,165 572,656

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
79,553 87,988

（うち非支配株主持分（百万円）） (79,553) (87,988)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 441,611 484,667

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末

の普通株式の数（千株）
226,438 224,911

    ３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
 至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日

 至 平成30年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益

（百万円）
29,011 34,780

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純

利益（百万円）
29,011 34,780

普通株式の期中平均株式数（千株） 226,439 225,660

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日） 

親会社株主に帰属する当期純利益調整額 

（百万円） 
－ △28

（うち受取利息（税額相当額控除後）

（百万円））
(－) (△48)

（うち事務手数料（税額相当額控除後）

（百万円））
(－) (20)

普通株式増加数（千株） － 6,163

（うち転換社債（千株）） (－) (6,163)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

－

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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６．個別財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成29年３月31日) 
当事業年度 

(平成30年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 13,475 26,415 

売掛金 472 767 

有価証券 18,770 18,770 

繰延税金資産 127 342 

未収入金 241 934 

未収還付法人税等 2,027 － 

その他 2,355 3,168 

貸倒引当金 △1,611 △2,220 

流動資産合計 35,858 48,177 

固定資産    

有形固定資産    

建物 1,676 1,598 

土地 3,932 3,932 

リース資産 232 177 

その他 60 64 

有形固定資産合計 5,902 5,774 

無形固定資産    

ソフトウエア 46 8,243 

その他 197 3,099 

無形固定資産合計 244 11,342 

投資その他の資産    

投資有価証券 98,275 119,486 

関係会社株式 143,359 162,244 

関係会社出資金 5,672 5,672 

その他 657 692 

貸倒引当金 △331 △137 

投資その他の資産合計 247,633 287,958 

固定資産合計 253,780 305,075 

資産合計 289,638 353,253 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成29年３月31日) 
当事業年度 

(平成30年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 329 430 

リース債務 97 114 

未払金 431 1,311 

未払法人税等 － 656 

未払消費税等 20 210 

関係会社預り金 5,001 4 

賞与引当金 68 187 

その他 99 174 

流動負債合計 6,049 3,090 

固定負債    

転換社債型新株予約権付社債 － 30,679 

リース債務 159 83 

繰延税金負債 20,132 26,421 

関係会社事業損失引当金 1,113 63 

債務保証損失引当金 285 289 

その他 44 44 

固定負債合計 21,735 57,581 

負債合計 27,785 60,671 

純資産の部    

株主資本    

資本金 22,398 22,398 

資本剰余金    

資本準備金 133,372 133,372 

その他資本剰余金 34,115 34,115 

資本剰余金合計 167,487 167,487 

利益剰余金    

利益準備金 1,795 1,795 

その他利益剰余金    

繰越利益剰余金 48,279 67,184 

利益剰余金合計 50,074 68,979 

自己株式 △21,484 △24,419 

株主資本合計 218,476 234,446 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 47,099 61,857 

土地再評価差額金 △3,722 △3,722 

評価・換算差額等合計 43,377 58,135 

純資産合計 261,853 292,581 

負債純資産合計 289,638 353,253 
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（２）損益計算書

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

営業収入    

事業投資収入 1,391 1,847 

経営管理料 2,540 10,238 

関係会社受取配当金 12,024 12,285 

不動産賃貸収入 445 404 

営業収入合計 16,402 24,775 

営業費用    

事業投資原価 917 1,571 

不動産賃貸原価 179 152 

販売費及び一般管理費    

給料及び手当 965 1,641 

賞与引当金繰入額 66 187 

システム関係費 － 2,775 

減価償却費 145 3,291 

事業投資費 1,360 932 

その他 1,166 1,584 

販売費及び一般管理費合計 3,704 10,412 

営業費用合計 4,801 12,136 

営業利益 11,601 12,639 

営業外収益    

受取利息 8 77 

受取配当金 1,788 1,883 

関係会社事業損失引当金戻入額 139 441 

債務保証損失引当金戻入額 84 － 

貸倒引当金戻入額 － 194 

その他 124 96 

営業外収益合計 2,145 2,693 

営業外費用    

支払利息 37 36 

社債発行費 － 28 

債務保証損失引当金繰入額 － 4 

貸倒引当金繰入額 326 － 

為替差損 32 9 

その他 0 14 

営業外費用合計 396 93 

経常利益 13,350 15,239 

特別利益    

投資有価証券売却益 14 39 

関係会社株式売却益 － 5,399 

抱合せ株式消滅差益 － 8,168 

その他 0 － 

特別利益合計 14 13,608 

特別損失    

災害による損失 12 － 

投資有価証券評価損 1 70 

その他 － 5 

特別損失合計 13 76 

税引前当期純利益 13,352 28,772 

法人税、住民税及び事業税 635 3,032 

法人税等調整額 △107 △386 

法人税等合計 527 2,645 

当期純利益 12,824 26,126 
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７．その他

（１）役員の異動

  本件は、平成30年４月27日および５月14日に別途開示いたしました。

 

                                                 以 上 
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